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１．作成の趣旨１．作成の趣旨１．作成の趣旨１．作成の趣旨１．作成の趣旨１．作成の趣旨１．作成の趣旨１．作成の趣旨

中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や中・長期財政見通しは、市税をはじめとする歳入や各分野における各分野における各分野における各分野における各分野における各分野における各分野における各分野における
歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性を財政歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性を財政歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性を財政歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性を財政歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性を財政歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性を財政歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性を財政歳出の見通しを中長期的に示すものであり、市の施策の実効性を財政
面から裏付けるとともに面から裏付けるとともに面から裏付けるとともに面から裏付けるとともに面から裏付けるとともに面から裏付けるとともに面から裏付けるとともに面から裏付けるとともに、持続可能な財政運営を行っていくための、持続可能な財政運営を行っていくための、持続可能な財政運営を行っていくための、持続可能な財政運営を行っていくための、持続可能な財政運営を行っていくための、持続可能な財政運営を行っていくための、持続可能な財政運営を行っていくための、持続可能な財政運営を行っていくための指指指指指指指指
針として活用することを目的とするものです。針として活用することを目的とするものです。針として活用することを目的とするものです。針として活用することを目的とするものです。針として活用することを目的とするものです。針として活用することを目的とするものです。針として活用することを目的とするものです。針として活用することを目的とするものです。

２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件２．推計の基本的前提条件

・平成・平成・平成・平成・平成・平成・平成・平成3030303030303030年度の一般会計当初予算から借換債を除いた実質的な予算規年度の一般会計当初予算から借換債を除いた実質的な予算規年度の一般会計当初予算から借換債を除いた実質的な予算規年度の一般会計当初予算から借換債を除いた実質的な予算規年度の一般会計当初予算から借換債を除いた実質的な予算規年度の一般会計当初予算から借換債を除いた実質的な予算規年度の一般会計当初予算から借換債を除いた実質的な予算規年度の一般会計当初予算から借換債を除いた実質的な予算規
模をベースとしていますが、模をベースとしていますが、模をベースとしていますが、模をベースとしていますが、模をベースとしていますが、模をベースとしていますが、模をベースとしていますが、模をベースとしていますが、増加が見込まれる財源不足に対応するため、増加が見込まれる財源不足に対応するため、増加が見込まれる財源不足に対応するため、増加が見込まれる財源不足に対応するため、増加が見込まれる財源不足に対応するため、増加が見込まれる財源不足に対応するため、増加が見込まれる財源不足に対応するため、増加が見込まれる財源不足に対応するため、
継続的な継続的な継続的な継続的な継続的な継続的な継続的な継続的な行財政改革に取組むことを前提として推計しました。行財政改革に取組むことを前提として推計しました。行財政改革に取組むことを前提として推計しました。行財政改革に取組むことを前提として推計しました。行財政改革に取組むことを前提として推計しました。行財政改革に取組むことを前提として推計しました。行財政改革に取組むことを前提として推計しました。行財政改革に取組むことを前提として推計しました。
・現行の税財政制度及び社会保障制度を基本とし、収支に影響する・現行の税財政制度及び社会保障制度を基本とし、収支に影響する・現行の税財政制度及び社会保障制度を基本とし、収支に影響する・現行の税財政制度及び社会保障制度を基本とし、収支に影響する・現行の税財政制度及び社会保障制度を基本とし、収支に影響する・現行の税財政制度及び社会保障制度を基本とし、収支に影響する・現行の税財政制度及び社会保障制度を基本とし、収支に影響する・現行の税財政制度及び社会保障制度を基本とし、収支に影響する
制度改正については可能な限り反映しました。制度改正については可能な限り反映しました。制度改正については可能な限り反映しました。制度改正については可能な限り反映しました。制度改正については可能な限り反映しました。制度改正については可能な限り反映しました。制度改正については可能な限り反映しました。制度改正については可能な限り反映しました。
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２２２２２２２２--------①①①①①①①① ．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件≪≪≪≪≪≪≪≪歳入歳入歳入歳入歳入歳入歳入歳入≫≫≫≫≫≫≫≫

１１１１１１１１．．．．．．．．市税市税市税市税市税市税市税市税

・・市民税市民税------働く世代の減少や働く世代の減少や、、近年の決算状況などを参考に見込みました近年の決算状況などを参考に見込みました。。
・・固定資産税固定資産税------評価替の影響を見込みました評価替の影響を見込みました。。

２２２２２２２２．．．．．．．．地方譲与税等地方譲与税等地方譲与税等地方譲与税等地方譲与税等地方譲与税等地方譲与税等地方譲与税等

・・現行の税財政制度に基づき積算しました現行の税財政制度に基づき積算しました。。
・・地方消費税交付金は地方消費税交付金は、、平成平成3131年年（（20192019年年））1010月月の消費税率の消費税率1010％％への引上げによる影響への引上げによる影響額額
を見込みまを見込みましたした。。

３３３３３３３３．．．．．．．．地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税
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３３３３３３３３．．．．．．．．地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税

・・市税減収による増加や市税減収による増加や、、合併合併特例債等の特例債等の償還に償還に伴う公債費算入額の増加伴う公債費算入額の増加をを見込みました見込みました。。
・・合併合併算定算定替替特例期間終了後の特例期間終了後の段階的な縮減を段階的な縮減を見込みました見込みました。。

４４４４４４４４．．．．．．．．国国国国国国国国・・・・・・・・県支出金県支出金県支出金県支出金県支出金県支出金県支出金県支出金

・・普通建設事業費普通建設事業費や扶助費にや扶助費に係るものは歳出と係るものは歳出と連動させて積算連動させて積算しましたしました。。

５５５５５５５５．．．．．．．．市債市債市債市債市債市債市債市債

・・施設の更新等を含む普通建設事業に対し施設の更新等を含む普通建設事業に対し、、合併特例債や公共施設等適正管理推進事業債合併特例債や公共施設等適正管理推進事業債
等等を見込みましたを見込みました。。
・・借換債は除きました借換債は除きました。。

６６．．その他歳入その他歳入
・・ふるさと燕応援寄附金を平成ふるさと燕応援寄附金を平成2929年度の実績により見込みました年度の実績により見込みました。。



２２２２２２２２--------②②②②②②②② ．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件．個別の前提条件≪≪≪≪≪≪≪≪歳出歳出歳出歳出歳出歳出歳出歳出≫≫≫≫≫≫≫≫

１１１１１１１１．．．．．．．．人件費人件費人件費人件費人件費人件費人件費人件費（（（（（（（（委員報酬等含む委員報酬等含む委員報酬等含む委員報酬等含む委員報酬等含む委員報酬等含む委員報酬等含む委員報酬等含む））））））））

・・職員人件費は職員人件費は、、定員適正化計画等により見込みました定員適正化計画等により見込みました。。

２２２２２２２２．．．．．．．．扶助費扶助費扶助費扶助費扶助費扶助費扶助費扶助費

・・高齢化などによる関係経費等の影響を見込みました高齢化などによる関係経費等の影響を見込みました。。

３３３３３３３３．．．．．．．．普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費

・・通常事業に加え通常事業に加え、、新市建設計画登載事業や主要事業を見込みました新市建設計画登載事業や主要事業を見込みました。。・・通常事業に加え通常事業に加え、、新市建設計画登載事業や主要事業を見込みました新市建設計画登載事業や主要事業を見込みました。。
・・公共施設等総合管理公共施設等総合管理計画を参考に施設の更新費用等を見込みました計画を参考に施設の更新費用等を見込みました。。

４４４４４４４４．．．．．．．．公債費公債費公債費公債費公債費公債費公債費公債費

・・市債の発行額と市債の発行額と連動させて積算連動させて積算しましたしました。。
・・借換債は除きました借換債は除きました。。

５５５５５５５５．．．．．．．．繰出金繰出金繰出金繰出金繰出金繰出金繰出金繰出金

・・国民健康国民健康保険保険、、後期高齢者医療後期高齢者医療、、介護介護保険保険事業の事業の３つの特別会計は３つの特別会計は、、高齢化など高齢化などのの
影響影響を見込みましたを見込みました。。
・・公共下水道事業特別会計は公債費償還分などの影響を見込みました公共下水道事業特別会計は公債費償還分などの影響を見込みました。。
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３．一般会計（借換債を除く）の財政見通し３．一般会計（借換債を除く）の財政見通し３．一般会計（借換債を除く）の財政見通し３．一般会計（借換債を除く）の財政見通し３．一般会計（借換債を除く）の財政見通し３．一般会計（借換債を除く）の財政見通し３．一般会計（借換債を除く）の財政見通し３．一般会計（借換債を除く）の財政見通し
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歳入においては、人口減少などに歳入においては、人口減少などによる市税収入の減少が見込まれ、普通交付税ではよる市税収入の減少が見込まれ、普通交付税では合併算定替特例期間終了による一本算定への完全合併算定替特例期間終了による一本算定への完全

移行に向けた段階的な縮減が既に始まっており、大幅な増加は期待できない状況です。移行に向けた段階的な縮減が既に始まっており、大幅な増加は期待できない状況です。一方一方、歳出においては、歳出においては、「公共施設等総合管理、「公共施設等総合管理
計画」を参考に試算した施設の改修・更新費用や償還のピークを迎える公債費、高齢者計画」を参考に試算した施設の改修・更新費用や償還のピークを迎える公債費、高齢者人口人口の増加などの増加などによる扶助費等による扶助費等の増加により、の増加により、
特に平成特に平成3434年度（年度（20222022年度）から年度）から厳しい財政状況になることを示唆する結果となっています。厳しい財政状況になることを示唆する結果となっています。
そのため、今後も健全な財政運営を維持するため、施設の適正化などを進めることで財政負担の軽減を図るとともに、事業見直しなどそのため、今後も健全な財政運営を維持するため、施設の適正化などを進めることで財政負担の軽減を図るとともに、事業見直しなど
による歳出縮減の徹底はもとより、国・県補助金、民間資金及び交付税措置のある有利な地方債の確保に努め、行財政改革に取り組んによる歳出縮減の徹底はもとより、国・県補助金、民間資金及び交付税措置のある有利な地方債の確保に努め、行財政改革に取り組ん
でまいります。でまいります。

（単位：百万円）

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度

（2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度） （2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度）

10,529 10,509 10,495 10,362 10,327 10,294 10,158 10,118 10,081 9,926

8,010 7,844 7,721 7,816 7,760 7,698 7,724 7,669 7,637 7,690

　　　　　　　　　　　　年　度

項　目
平成30年度

市 税

地 方 交 付 税
（臨財債を含む）

2,132 2,186 2,598 2,598 2,598 2,598 2,598 2,598 2,598 2,598

5,576 5,679 5,439 5,668 6,145 6,279 6,287 6,240 6,288 6,340

3,310 2,922 2,712 2,705 2,540 2,555 1,658 1,739 1,739 1,739

4,396 4,316 4,316 4,416 4,526 4,316 4,316 4,416 4,546 4,567

33,95233,95233,95233,952 33,45633,45633,45633,456 33,28133,28133,28133,281 33,56533,56533,56533,565 33,89533,89533,89533,895 33,74033,74033,74033,740 32,74232,74232,74232,742 32,78132,78132,78132,781 32,88932,88932,88932,889 32,85932,85932,85932,859

4,715 4,566 4,520 4,346 4,406 4,359 4,360 4,362 4,389 4,359

5,278 5,392 5,507 5,626 5,747 5,870 5,997 6,126 6,257 6,392

4,614 4,437 4,121 4,213 4,105 4,306 3,174 3,157 3,157 3,157

5,708 5,676 5,641 5,565 5,570 5,484 5,429 5,410 5,414 5,348

4,828 4,753 4,750 4,748 4,762 4,676 4,659 4,658 4,629 4,575

4,288 4,367 4,430 4,724 4,897 4,795 4,741 4,712 4,708 4,687

3,352 3,248 3,293 3,275 3,324 3,367 3,436 3,479 3,524 3,571

1,169 1,139 1,139 1,139 1,139 1,139 1,139 1,139 1,139 1,139

33,95233,95233,95233,952 33,57733,57733,57733,577 33,40133,40133,40133,401 33,63633,63633,63633,636 33,95133,95133,95133,951 33,99633,99633,99633,996 32,93332,93332,93332,933 33,04433,04433,04433,044 33,21833,21833,21833,218 33,22833,22833,22833,228

0 △ 121 △ 120 △ 71 △ 56 △ 256 △ 191 △ 263 △ 329 △ 368

2,022 1,901 1,781 1,711 1,655 1,399 1,208 945 615 247

（臨財債を含む）

地 方 譲 与 税 等

国 ・ 県 支 出 金

普通建設事業費

物 件 費

補 助 費 等

公 債 費

歳歳歳歳
　　　　
　　　　
入入入入

合合合合　　　　　　　　　　　　　　　　計計計計

市 債
（臨財債を除く）

そ の 他 の 歳 入

合合合合　　　　　　　　　　　　　　　　計計計計

歳歳歳歳
　　　　
　　　　
出出出出

人 件 費

扶 助 費

他 会 計 繰 出 金

※ 市債・公債費については、借換債を除いています。

歳 入 歳 出 差 引 額

財政調整基金年度末残高

※ 計数については、それぞれ四捨五入しているため、端数が合致しないものがあります。

貸付金・その他の歳出



４．行財政改革の推進４．行財政改革の推進４．行財政改革の推進４．行財政改革の推進４．行財政改革の推進４．行財政改革の推進４．行財政改革の推進４．行財政改革の推進

平成平成平成平成平成平成平成平成3030303030303030年度当初予算は、歳入の縮減基調に合わせ、更なる選択と集中を進める緊縮型予算年度当初予算は、歳入の縮減基調に合わせ、更なる選択と集中を進める緊縮型予算年度当初予算は、歳入の縮減基調に合わせ、更なる選択と集中を進める緊縮型予算年度当初予算は、歳入の縮減基調に合わせ、更なる選択と集中を進める緊縮型予算年度当初予算は、歳入の縮減基調に合わせ、更なる選択と集中を進める緊縮型予算年度当初予算は、歳入の縮減基調に合わせ、更なる選択と集中を進める緊縮型予算年度当初予算は、歳入の縮減基調に合わせ、更なる選択と集中を進める緊縮型予算年度当初予算は、歳入の縮減基調に合わせ、更なる選択と集中を進める緊縮型予算
を基本として編成しましたが、今後も依然として厳しい財政状況が続いていく見込みであり、増加を基本として編成しましたが、今後も依然として厳しい財政状況が続いていく見込みであり、増加を基本として編成しましたが、今後も依然として厳しい財政状況が続いていく見込みであり、増加を基本として編成しましたが、今後も依然として厳しい財政状況が続いていく見込みであり、増加を基本として編成しましたが、今後も依然として厳しい財政状況が続いていく見込みであり、増加を基本として編成しましたが、今後も依然として厳しい財政状況が続いていく見込みであり、増加を基本として編成しましたが、今後も依然として厳しい財政状況が続いていく見込みであり、増加を基本として編成しましたが、今後も依然として厳しい財政状況が続いていく見込みであり、増加
していく財源不足に対応し財政基盤の強化を図るため、積極的な行財政改革に取り組みます。していく財源不足に対応し財政基盤の強化を図るため、積極的な行財政改革に取り組みます。していく財源不足に対応し財政基盤の強化を図るため、積極的な行財政改革に取り組みます。していく財源不足に対応し財政基盤の強化を図るため、積極的な行財政改革に取り組みます。していく財源不足に対応し財政基盤の強化を図るため、積極的な行財政改革に取り組みます。していく財源不足に対応し財政基盤の強化を図るため、積極的な行財政改革に取り組みます。していく財源不足に対応し財政基盤の強化を図るため、積極的な行財政改革に取り組みます。していく財源不足に対応し財政基盤の強化を図るため、積極的な行財政改革に取り組みます。

①より一層の行政の効率化と生産性の向上①より一層の行政の効率化と生産性の向上①より一層の行政の効率化と生産性の向上①より一層の行政の効率化と生産性の向上①より一層の行政の効率化と生産性の向上①より一層の行政の効率化と生産性の向上①より一層の行政の効率化と生産性の向上①より一層の行政の効率化と生産性の向上
・市税や各種料金の・市税や各種料金の・市税や各種料金の・市税や各種料金の・市税や各種料金の・市税や各種料金の・市税や各種料金の・市税や各種料金の収納率収納率収納率収納率収納率収納率収納率収納率向上等に向上等に向上等に向上等に向上等に向上等に向上等に向上等による自主財源の確保よる自主財源の確保よる自主財源の確保よる自主財源の確保よる自主財源の確保よる自主財源の確保よる自主財源の確保よる自主財源の確保及び有利及び有利及び有利及び有利及び有利及び有利及び有利及び有利な特定財源な特定財源な特定財源な特定財源な特定財源な特定財源な特定財源な特定財源のさらなる活用のさらなる活用のさらなる活用のさらなる活用のさらなる活用のさらなる活用のさらなる活用のさらなる活用
・事務事業の見直しによる行政コストの縮減・事務事業の見直しによる行政コストの縮減・事務事業の見直しによる行政コストの縮減・事務事業の見直しによる行政コストの縮減・事務事業の見直しによる行政コストの縮減・事務事業の見直しによる行政コストの縮減・事務事業の見直しによる行政コストの縮減・事務事業の見直しによる行政コストの縮減
・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成・職員数の適正管理と人材の確保・育成
・新公会計制度（複式簿記・発生主義会計）の活用促進・新公会計制度（複式簿記・発生主義会計）の活用促進・新公会計制度（複式簿記・発生主義会計）の活用促進・新公会計制度（複式簿記・発生主義会計）の活用促進・新公会計制度（複式簿記・発生主義会計）の活用促進・新公会計制度（複式簿記・発生主義会計）の活用促進・新公会計制度（複式簿記・発生主義会計）の活用促進・新公会計制度（複式簿記・発生主義会計）の活用促進

②更なる公共施設の統廃合や民間活力の導入②更なる公共施設の統廃合や民間活力の導入②更なる公共施設の統廃合や民間活力の導入②更なる公共施設の統廃合や民間活力の導入②更なる公共施設の統廃合や民間活力の導入②更なる公共施設の統廃合や民間活力の導入②更なる公共施設の統廃合や民間活力の導入②更なる公共施設の統廃合や民間活力の導入
・公共施設の統廃合及び民営化の推進・公共施設の統廃合及び民営化の推進・公共施設の統廃合及び民営化の推進・公共施設の統廃合及び民営化の推進・公共施設の統廃合及び民営化の推進・公共施設の統廃合及び民営化の推進・公共施設の統廃合及び民営化の推進・公共施設の統廃合及び民営化の推進
・民間への業務委託や指定管理者制度の推進・民間への業務委託や指定管理者制度の推進・民間への業務委託や指定管理者制度の推進・民間への業務委託や指定管理者制度の推進・民間への業務委託や指定管理者制度の推進・民間への業務委託や指定管理者制度の推進・民間への業務委託や指定管理者制度の推進・民間への業務委託や指定管理者制度の推進

③行政サービスの見直し③行政サービスの見直し③行政サービスの見直し③行政サービスの見直し③行政サービスの見直し③行政サービスの見直し③行政サービスの見直し③行政サービスの見直し
・公共施設使用料等の見直しなどによる受益者負担の適正化・公共施設使用料等の見直しなどによる受益者負担の適正化・公共施設使用料等の見直しなどによる受益者負担の適正化・公共施設使用料等の見直しなどによる受益者負担の適正化・公共施設使用料等の見直しなどによる受益者負担の適正化・公共施設使用料等の見直しなどによる受益者負担の適正化・公共施設使用料等の見直しなどによる受益者負担の適正化・公共施設使用料等の見直しなどによる受益者負担の適正化
・事業の効果検証に基づくスクラップアンドビルドの徹底・事業の効果検証に基づくスクラップアンドビルドの徹底・事業の効果検証に基づくスクラップアンドビルドの徹底・事業の効果検証に基づくスクラップアンドビルドの徹底・事業の効果検証に基づくスクラップアンドビルドの徹底・事業の効果検証に基づくスクラップアンドビルドの徹底・事業の効果検証に基づくスクラップアンドビルドの徹底・事業の効果検証に基づくスクラップアンドビルドの徹底
・他団体との比較を通じたサービス水準の適正化・他団体との比較を通じたサービス水準の適正化・他団体との比較を通じたサービス水準の適正化・他団体との比較を通じたサービス水準の適正化・他団体との比較を通じたサービス水準の適正化・他団体との比較を通じたサービス水準の適正化・他団体との比較を通じたサービス水準の適正化・他団体との比較を通じたサービス水準の適正化
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52,242 52,357 52,186 51,702 50,870 50,146 
48,571 47,097 45,621 44,159 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

10,000 

40,000

50,000

60,000

【【【【【【【【参考①参考①参考①参考①参考①参考①参考①参考①】】】】】】】】市債市債市債市債市債市債市債市債残高・公債費等残高・公債費等残高・公債費等残高・公債費等残高・公債費等残高・公債費等残高・公債費等残高・公債費等の見通しの見通しの見通しの見通しの見通しの見通しの見通しの見通し

市債借入額・公債費(償還額)

（百万円）

市債残高

（百万円）

市債残高は、新市建設計画登載事業の実施による合併特例債及び国の財源対策である臨時財政対策債の借入に伴い、平成市債残高は、新市建設計画登載事業の実施による合併特例債及び国の財源対策である臨時財政対策債の借入に伴い、平成3030年年
度まで増加し、その後は減少する見込みです。公債費は、合併特例債の償還に伴い平成度まで増加し、その後は減少する見込みです。公債費は、合併特例債の償還に伴い平成3434年度（年度（20222022年度）まで年度）まで増加し、その後は減増加し、その後は減
少する見込みです。少する見込みです。
今後においては、「公共施設等総合管理計画」に基づき、施設の適正化を図りながら市債借入の抑制に努めるとともに、地方交付税今後においては、「公共施設等総合管理計画」に基づき、施設の適正化を図りながら市債借入の抑制に努めるとともに、地方交付税
措置のある有利な地方債の活用により、将来負担の軽減に取り組んでまいります。措置のある有利な地方債の活用により、将来負担の軽減に取り組んでまいります。
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平成30年度
平成31年度

（2019年度）

平成32年度

（2020年度）

平成33年度

（2021年度）

平成34年度

（2022年度）

平成35年度

（2023年度）

平成36年度

（2024年度）

平成37年度

（2025年度）

平成38年度

（2026年度）

平成39年度

（2027年度）

その他市債残高 14,202 15,052 15,863 16,727 16,937 17,683 18,030 18,001 17,904 17,722 

臨時財政対策債残高 16,305 16,509 16,684 16,718 16,611 16,475 16,362 16,237 16,071 15,873 

合併特例債残高 21,735 20,121 18,514 16,712 14,877 13,066 11,330 9,708 8,216 6,847 

市債残高合計 52,242 52,357 52,186 51,702 50,870 50,146 48,571 47,097 45,621 44,159 

市債借入額 4,720 4,332 4,122 4,115 3,950 3,965 3,068 3,149 3,149 3,149 

公債費（償還額） 4,275 4,365 4,428 4,722 4,895 4,793 4,739 4,710 4,706 4,685 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

0

10,000

20,000

30,000

※市債借入額には臨時財政対策債が含まれているため、「３．一般会計（借換債を除く）の財政見通し」における市債の額と一致しません。
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【【【【【【【【参考②参考②参考②参考②参考②参考②参考②参考②】】】】】】】】合併後の市債合併後の市債合併後の市債合併後の市債合併後の市債合併後の市債合併後の市債合併後の市債残高・公債費等の残高・公債費等の残高・公債費等の残高・公債費等の残高・公債費等の残高・公債費等の残高・公債費等の残高・公債費等の推移推移推移推移推移推移推移推移

市債借入額・公債費(償還額)

（百万円）

市債残高

（百万円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

その他市債残高 19,673 17,761 15,784 14,176 12,464 11,658 11,886 11,158 10,857 10,387 10,713 13,102 14,202 

臨時財政対策債残高 6,357 6,993 7,503 8,367 10,106 11,321 12,530 13,691 14,643 15,366 15,687 16,029 16,305 

合併特例債残高 1,235 3,037 5,802 10,305 12,730 13,899 17,822 19,800 24,010 24,598 23,679 22,494 21,735 

市債残高合計 27,265 27,791 29,089 32,848 35,300 36,878 42,238 44,649 49,510 50,351 50,079 51,625 52,242 

市債借入額 4,250 2,994 4,170 6,353 4,966 4,035 8,028 5,323 8,041 4,152 3,367 5,269 4,720 

公債費（償還額） 3,570 2,965 3,343 3,038 2,972 2,901 3,088 3,314 3,516 3,594 3,875 3,904 4,275 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

0

10,000

※市債借入額には臨時財政対策債が含まれているため、「３．一般会計（借換債を除く）の財政見通し」における市債の額と一致しません。
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